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第８次寒川町高齢者保健福祉計画の体系・骨子の検討 
第７次寒川町高齢者保健福祉計画 

国・町の方針 寒川町の重点課題 

第８次寒川町高齢者保健福祉計画の体系（案） 

基本 

理念 
計画の体系 

基本 

理念 
基本目標（案） 

（網掛けは修正事項） 
施策（案） 

（網掛けは修正事項） 
主な取組（案）（網掛けは修正事項） 
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基本目標１． 

地域包括ケアシステムの充実 

 

＜施策＞ 

1-1 在宅医療・介護連携の推進 

1-2 認知症施策の推進 

1-3 生活支援・介護予防サービ

スの基盤整備の推進 

1-4 地域ケア会議の推進 

【国の方針】 

●基本指針案（令和２年２月 21 日） 
・第８期（令和３年度～５年度）におい
ては、第７期計画での目標や具体的な
施策を踏まえ、2025年を目指した地域
包括ケアシステムの整備、更に現役世
代が急減する 2040年の双方を念頭に、
高齢者人口や介護サービスのニーズ
を中長期的に見据える。 

 
●第８期の充実事項 
１ 2025・2040年を見据えたサービス基

盤、人的基盤の整備 
○2025・2040年を見据え、地域ごとの推
計人口等から導かれる介護需要等を
踏まえて計画を策定 

２ 地域共生社会の実現 
○地域共生社会の実現に向けた考え方
や取組について記載 

３ 介護予防・健康づくり施策の充実・推

進（地域支援事業等の効果的な実施） 
○一般介護予防事業の推進に関して
「PDCAサイクル沿った推進」、「専門職
の関与」、「他の事業との連携」につい
て記載 

○保険者機能強化推進交付金等を活用
した施策の充実・推進について記載。 

○PDCAサイクルに沿った推進にあたり、
データの利活用を進めることやその
た め の 環 境 整 備 に つ い て 記 載    
等 

４ 有料老人ホームとサービス付き高齢

者住宅に係る都道府県・市町村間の

情報連携の強化 
○有料老人ホーム及びサービス付き高
齢者向け住宅の設置状況を勘案して
計画を策定等             

５ 認知症施策推進大綱等を踏まえた認

知症施策の推進 
○認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共
生」と「予防」を車の両輪とした認知
症施策の推進について５つの柱に基
づき記載。           等 

６ 地域包括ケアシステムを支える介護

人材確保及び業務効率化の取組の強

化 
○介護職員に加え、介護分野で働く専門
職を含めた介護人材の確保の必要性
について記載 

○介護現場における業務仕分けやロボ
ット・ICT の活用、元気高齢者の参入
による業務改善など、介護現場革新の
具体的な方策を記載      等 

７ 災害や感染症対策に係る体制整備 
○近年の災害発生状況や、新型コロナウ
ィルス感染症の流行を踏まえ、これら
への備えの重要性について記載 

[重点課題１] 

【弱み】【脅威】×【強み】【機会】 

2025年問題を背景に、本町において
も、要介護認定率が高い後期高齢者
が増加しており、介護ニーズの増加
が予測されます。アンケート結果を
みると、介護・介助が必要になった
主な原因として「骨折・転倒」「糖
尿病」が挙がっています。一方、健
康づくり活動や趣味等のグループ活
動を行って、いきいきした地域づく
りへの参加意向は高くなっており、
引き続き、住民主体の通いの場を推
進しつつ、総合事業などをはじめ、
一般介護予防事業を推進しつつ、地
域のつながりを強化していくことが
重要です。 
 

[重点課題２] 

【弱み】【脅威】×【強み】【機会】 

全国的にも認知症高齢者が増加する
中、本町では、認知症高齢者を支え
る地域のネットワーク体制の整備強
化に取り組んでいますが、認知症に
関する相談窓口の周知は十分とは言
えず、これまで構築してきた認知症
の方を支援するネットワークを活用
し、本事業の普及啓発及び初期集中
支援事業等を実施することによっ
て、認知症の初期の方を適切な支援
機関に結びつけることが必要です。
また、「共生」と「予防」を車の両
輪としてネットワークの早期発見・
早期診断・早期支援機能が自律的に
機能していくことが必要です。 
 

[重点課題３] 

【弱み】×【機会】 

本町のアンケート調査では、充実さ
せてほしい町の施策として「在宅の
高齢者を支える福祉サービス」「高
齢者を介護している家族等への支
援」が求められています。また、地
域包括支援センターへ相談する人は
１割程度に止まっていることから、
高齢者が住み慣れた地域で安心して
その人らしい生活を継続していくた
めには、必要なサービスを必要なタ
イミングで受けることが必要であ
り、適切な情報提供や相談体制の充
実が求められます。また、ひとり暮
らし高齢者世帯や高齢者が高齢者の
介護を行う世帯では、家族の介護力
に限界があり、住み慣れた地域で安
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基本目標１． 

地域包括ケアシス

テムの充実 

 

 
●地域共生社会の実現

に向けた考え方や取組 

1-1 在宅医療・介護連携の推
進 

① 在宅医療介護連携推進事業(茅ヶ崎市との協同実施） 

1-2 認知症施策の推進 

① 認知症総合支援事業 
② 認知症ケアパスの作成 
③ 認知症サポーター養成研修の開催 

●チームオレンジの推進 ●通いの場の拡充 等 

1-3 生活支援・介護予防サー
ビスの基盤整備の推進 

① 生活支援体制整備事業 
 

1-4 地域ケア会議の推進 
① 地域ケア個別会議の実施 
② 地域ケア会議（全体）の実施 

 

基本目標２． 

健康保持・介護予防の推進 

 

＜施策＞ 

2-1 健康保持の推進 

2-2 介護予防の推進 

基本目標２． 

健康保持・介護予防

の推進 2-1 健康保持の推進 

① 健康診査（特定健康診査・特定保健指導）＊保険年金課 
② 健康診査（高齢者健康診査）＊保険年金課 
③ 健康診査＊健康・スポーツ課 
④ 訪問指導＊健康・スポーツ課 
⑤ 健康づくり事業＊健康・スポーツ課 

2-2 介護予防の推進 

① 元気はっけん広場 
② 介護予防講師派遣事業 
③ お父さんのためのアンチエイジング講座 
④ 高齢者トレーニング教室 
⑤ 寒川町シニアげんきポイント事業 
⑥ 高齢者スポーツ大会 

基本目標３． 

高齢者の地域生活支援の充実 

 

＜施策＞ 

3-1 情報提供・相談体制の充実 
3-2 日常生活の支援 
3-3 安心・安全の確保 
3-4 介護家族支援 
3-5 権利擁護 

基本目標３． 

高齢者の地域生活

支援の充実 
3-1 情報提供・相談体制の充

実 

① 地域包括支援センター運営事業 
② 民生委員児童委員活動事業（寒川町みんなの地域福祉つな

がりプラン）＊福祉課 
③ 制度周知・広報等の充実 

3-2 日常生活の支援 
① 給食サービス事業 
② 生活管理指導短期宿泊事業 
③ ねたきり老人等戸別じん芥収集事業 

3-3 安心・安全の確保 

① 老人保護措置事業（養護老人ホーム） 
② 緊急通報システム（ひとり暮らし老人緊急通報システム事

業） 
③ 徘徊高齢者対策の充実（認知症等高齢者行方不明ＳＯＳネ

ットワーク） 
④ 避難行動要支援者支援事業（寒川町みんなの地域福祉つな

がりプラン）＊福祉課 
⑤ 防災対策事業（寒川町地域防災計画）＊町民安全課 

●サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホーム 
●災害や感染症対策に係る体制整備 

3-4 介護家族支援 
① 家族介護教室の開催 
② 寝たきり高齢者等おむつ代助成 

3-5 権利擁護 ① 成年後見制度利用支援事業 

資料２ 
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第７次寒川町高齢者保健福祉計画 

国・町の方針 寒川町の重点課題 

第８次寒川町高齢者保健福祉計画の体系（案） 

基本 

理念 
計画の体系 

基本 

理念 
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（網掛けは修正事項） 
施策（案） 

（網掛けは修正事項） 
主な取組（案）（網掛けは修正事項） 

基本目標４． 

高齢者の社会参加の促進 

 

＜施策＞ 

4-1 社会参加・交流の促進 

 心して暮らすためには、医療、介護
といった専門的なサービスの充実と
ともに、「地域共生社会」の実現を
目指した住民が主体となった身近な
助け合いや孤立化を防止するための
見守り等のさらなる取り組みが必要
です。 

基本目標４． 

高齢者の社会参加

の促進 4-1 社会参加・交流の促進 

① 寒川町シルバー人材センターの支援 
② シニアクラブの育成 
③ ふれあいセンターの管理運営 
④ 敬老金支給事業 
⑤ 世代間交流の推進 

基本目標５． 

介護保険サービスの適切な運

営 

 

＜施策＞ 

5-1 介護サービス・介護予防サ

ービス 

5-2 地域支援事業 

5-3 必要なサービス量の確保

及び質の向上 

5-4 円滑なサービスの提供 

基本目標５． 

介護保険サービス

の適切な運営 

5-1 介護サービス・介護予防
サービス 

① 介護予防サービス・居宅サービス 
② 地域密着型介護予防サービス・地域密着型サービス 
③ 施設サービス 

5-2 地域支援事業 

① 介護予防・日常生活支援総合事業 
② 一般介護予防事業 
③ 包括的支援事業 
④ 任意事業 

5-3 必要なサービス量の確
保及び質の向上 

① 地域密着型サービスの整備（指定・監督） 
② 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 
③ 虐待防止と身体拘束の廃止に向けた取り組み 
④ 事業者への立ち入り調査の実施 

5-4 円滑なサービスの提供 

① 認定審査会委員研修の実施 
② 認定調査員研修の実施 
③ 事務処理体制の充実 
④ 住宅改修支援事業 
⑤ 介護給付適正化への取り組み 
⑥ 「介護サービス情報公表」のための情報提供 
⑦ 介護サービス等に関する苦情処理 
⑧ 介護相談員派遣実施事業 

●介護人材の確保 
●介護職場で ICTの活用等合理的なサービス提供の確保 
 

 


